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要旨

本論文は、第一に、中国の民営上場企業における独立取締役の監査・監督機能におい

て実効性があるのかどうかを明らかにした。第二に、独立取締役の監査・監督機能の有

効性を高める方法の一つとして企業内外の研修内容の実態を解明した。具体的には、独

立取締役が実践的に監査・監督機能を発揮できるような研修内容であるのかどうか、ま

た、研修機関（第三者機関）は、情報提供、意見交換会、アドバイスなど独立取締役が

監査・監督機能を発揮するためのサポートする体制があるのかどうかを解明した。

ヒアリング結果と調査結果における結論は、以下のとおりである。

中国の民営上場企業における独立取締役の監査・監督機能は、一部の業種を除き実効

性がないことが明らかになった。

また、証券取引所で実施されている企業外研修機関では、日本のような情報交換会、

アドバイスを実施しておらず、試験は、形式的なものにとどまっている。講義内容にお

いては、監査機能を発揮するための財務などの講義があるが、具体的な責任、手順など

については説明がない。大学における研修コースでは、研修以外にアドバイスなどを実

施している。しかし、政府の関与もあり、独立取締役が監査・監督機能を実施するため

の実効性の高い内容とはいえない。企業内の研修においては、独立取締役に監査・監督

機能があることを説明している企業もあるが、形式的であり経営アドバイザーとしての

役割を期待している企業が多い。

上記の行動要因を明らかにするため日本、英米、ドイツと比較した結果、日本におい

ても、社外取締役には経営アドバイザーとして期待している企業が多く、監査・監督機

能としての効用はあまりみられない。

新たな発見や具体的な結果は以下のとおりである。

第１章「理論研究及び本研究の仮説」においては、中国の企業統治構造を日本と米国、

ドイツの企業統治構造と比較し、中国の企業統治システムの特徴と問題点について言及

した。

上記の企業統治構造の中で、次に、独立取締役の監査・監督機能の実効性の有無を分

析するためには、その構造問題を明らかにしなければならない。従って、プリンシパル・

エージェント理論、所有権理論に沿って、中国の民営上場企業を日本企業、中国の国資

企業と比較し、民営上場企業がかかえる構造問題の特徴を分析した。その結果、民営上

場企業は、国資企業より政治性・多重エージェント問題の発生は少ない。しかし、所有

と経営の分離度が低く、家族、親戚などによるピラミッド型支配者構造及び究極の支配

者構造が発生することが確認できた。

第２章「本研究の課題設定―先行研究を踏まえて」においては、本論文は、これまで

の先行研究ではみあたらない、業種別に民営上場企業の監査委員会における独立取締役

の監査・監督機能を研修内容から調査分析することを言及した。

第３章「民営上場企業の監査委員会における独立取締役の監査機能」では、91 社の



2

民営上場企業の監査委員会の構造を調査した。その結果、政府の関与があまりない業種

においては、経営者、創業者、取締役の影響があることが明らかになった。

また、企業統治として重要な情報公開の質と量において、独立取締役の導入効果を調

査した。しかし、その結果は、独立取締役の導入効果はみられなかった。

第４章「研修内容に関するアンケート結果による独立取締役の監査・監督機能」にお

いては、第２章の理論的分析結果と第３章の 91 社の民営上場企業の監査委員会の構造

調査の結果を元に、中国の独立取締役へのアンケート、ヒアリングを実施した。その結

果、政府、創業者による影響がみられ、その構造問題により独立取締役は監査・監督機

能を発揮しづらいことがうかがえた。

次に、上記の結果を日本の社外取締役を対象にしたヒアリング結果と比較すると、中

国では、日本ほど企業が不祥事を起こしても社会的責任を追及されず、また、不祥事企

業の経営者や独立取締役が責任を追及されることが少ない。そのため、独立取締役の監

査・監督に対する考え方、行動、責任が日本と異なる。

日本の社外取締役は、責任感はあるが、監査・監督機能としては専門的な監査機能で

はなく、外部のチェック機能にとどまっている。

独立取締役の監査・監督機能の強化のためには、研修内容を充実させる必要がある。

独立取締役向けの監査・監督機能の内容を増加することが先決である。第５章「独立取

締役をサポートする第三者機関の役割」においては、中国における独立取締役向けの企

業内外の研修内容及び研修機関の実態解明のため、日本、英米と研修内容、研修機関の

現状を比較した。

その結果、日中ともに、独立取締役の監査・監督機能を強化するための講座内容は少

ない。そのため、世界から高く評価されているイギリスの研修機関、第三者機関の研修

内容と比較した。イギリスの研修においては、独立取締役には、監査・監督機能として

の役割があることを明確に説明している講義が多い。また、その監査・監督機能強化の

ための具体的な講座も多数あることが確認できた。アメリカにおいても同様である。

中国の企業内外研修では、独立取締役の役割として監査・監督機能があることを説明

しているケースもあるが、具体的な監査・監督の手順や方法に対しては言及がない。ま

た、研修終了後の試験は、形式的で、不合格者はほとんどいない。つまり、中国では、

独立取締役による研修受講が義務化されているが、その実態は、監査・監督機能を実行

するための実践的な内容ではないことが明らかになった。

しかし、日本においても企業内研修時に社外取締役の監査・監督機能の説明を実施し

ている企業はほとんどない。日本企業の経営者は社外取締役に経営アドバイザー、第三

者としてのチェック機能のみを期待しているため、監査・監督機能の役割よりも企業の

経営戦略などを中心に説明した企業が多い。社外取締役の導入効果、期待は、監査・監

督機能ではなく、外部者の客観的な立場からの監督チェック機能のみであることが明ら

かになった。
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人材の斡旋・紹介に関しては、日本では、社外取締役の多くが経営者の紹介であり、

研修機関、第三者機関から紹介・斡旋された人材は全体の 1 割ほどであり、独立性が低

い。独立性の規定の強化、人数の増員など法的整備が進むことで、今後、研修機関、人

材斡旋企業の利用者が増加することを期待したい。

中国においては、独立取締役は就任前に研修を受講し、研修終了後、試験合格者のみ

が証券取引所が管理している独立取締役の人材バンクに登録される。現在の利用者は少

ないが、今後は、登録データーを活用し、利用会社も増加することも考えられる。しか

し、それにより独立性がかえって低くなることが懸念される。政府の関係者を独立取締

役として企業に送り込むケースが増加することが考えられる。

研修を実施している証券取引所においては、日本、欧米の研修機関が実施しているア

ドバイス、コンサルティング、情報提供や意見交換会などは行っていない。大学では企

業に対してアドバイスを実施しているところもあるが、大学における研修は、政府の承

諾を得た講義内容と政府の承認を得た講師が指導する。政府の関与があり、研修は独立

取締役の監査・監督機能の実効性の高い講義が実施されているとはいえない。2015 年 1

月、収賄・賄賂の防止対策として集団集会などの規定が強化されたことから、今後はま

すます減少するであろう。

本論文では独立取締役の監査・監督機能を発揮するため、研修機関の役割、研修内容

に注目した。しかし、中国の研修機関は、日本、英米と異なり独立取締役の監査・監督

機能の発揮をサポートする役目がなく、体制が整備されていないことが確認できた。中

国の研修は、政府の関与が大きく、独立取締役の監査・監督機能として実践的な講義内

容は少ないため、実効性が低いことが明らかになった。

第６章では、これまでの独立取締役のアンケート調査結果を客観的に評価するため、

日本と中国民営上場企業へヒアリングを実施した。

また、究極の所有者支配構造における独立取締役の不正経営者への抑制効果を分析す

るために効用関数に沿って理論的に分析した。

その結果、究極の所有者構造支配型企業では、政府だけでなく究極の支配者による構

造問題がみられた。それにより独立取締役の監査・監督機能は発揮しづらいことが確認

できた。一方、所有が分散している構造の企業では、政府、経営陣の関与があまりなく

監査・監督機能を実行に移しやすい状況にあることが確認できた。

また、日本企業へのヒアリング結果では、会計監査の実質的な役割は独立取締役より

監査役のほうが期待されていることが明らかになった。

従って、第７章では、監査役と独立取締役の役割、権限について比較し、独立取締役

の役割においても監査機能が必要であることを強調した。

上記の背景をもとに、第８章においては組織文化からみる不正取引企業の特徴を日本

と比較考察した。日本は組織ぐるみの不正取引が目立つが中国では個人の利益を追求し

た不正取引が多いことを言及し、企業統治には独立取締役の設置とともに組織文化の構
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築が大事であることを強調した。

また、不正取引企業 61 社の不正取引金額、不正処分回数、処分人数と独立取締役設

置比率（取締役における独立取締役の比率）と会計士資格者比率（独立取締役における

会計士の比率）の関連性について回帰分析した結果、以下のとおりとなった。

中国の不正取引企業 61社と優良企業 90社の独立取締役の設置比率、会計士資格保有

者の比率を比較した結果、会計士資格保有者の比率はさほど変わりはないが、独立取締

役の比率は、優良企業のほうが不正取引企業より高いことが明らかになった。この結果

から、優良企業は、独立取締役の比率が高いため、取締役会における影響力があり、経

営者に対しての監査・監督機能が発揮できていることが確認できたといえる。

しかし、第６章のように究極の所有者支配構造において民営企業を効用関数に沿って

分析した結果は、独立取締役の経営者の不正行為抑制効果が出にくい結果となった。究

極の支配者構造の状況下では、大株主である創業者の影響がありすぎるため、外部の独

立取締役が監査・監督機能を発揮しづらくなっていることがうかがえた。

民営上場企業は、政府だけでなく、親戚・家族などの究極の所有者支配による構造問

題があり、独立取締役の監査・監督の機能や経営者の不正行為の抑制の弊害になってい

る。

さらに、民営上場企業を政府の関与の大きい業種とそうでない業種に分類し、調査し

た結果は、その内容に差がみられた。監査委員会における独立取締役の監査機能の実効

性が最も高い業種においては、不正取引企業が少ないことが明らかになり、独立取締役

の効用が確認できた。

しかし、監査委員会において、政府関連組織者、創業者の家族が構成員でなく、また

会計士資格保有者の独立取締役が監査を実施している業種は、5 つの業種のうち１業種

だけである。民営上場企業の監査委員会における独立取締役の監査機能は、一部の業種

を除き構造問題や監査の専門的能力の欠如などにより、全体としての実効性は低いとい

える。

他方、日本においても、業種別・分野別に分析すると、社外取締役の導入効果が発揮

しやすい業種とそうでない業種がある。さらに、監査能力のある会計士資格保有者の社

外取締役を導入している企業は数％と少ないこと、また、監査委員会を設置している企

業が少ないこと、また、監査委員会には、社外取締役以外の監査役や経営者が構成員で

あるなどの構造問題があること、監査機能は監査役に依存していることなどから、中国

と同様に社外取締役の監査における実効性は低いといえる。

本論文は、政府の管轄下ではない、独自で中国の独立取締役に実施したアンケート調

査を実施したため、より実態に近い回答が得られたと考えられる。また、これまでの研

究にはみられない、独立取締役の監査・監督機能の強化のための企業内外の研修内容に

焦点をあて、実態を解明した。この点においては、独立取締役制度の整備、独立取締役
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の導入効果を促進したい企業及び研修育成会社、第三者機関などに対して、多少なりと

も貢献できたのではないかと思う。

本論文は、中国の独立取締役の監査・監督機能、経営者の不正取引の抑制に関して、

その導入効果があるのかどうかを分析した。さらに、日本と比較することで、中国の独

立取締役の実態、取巻く環境などにおいて問題点を明らかにしようとした。しかし、日

本においては、社外取締役の設置が義務化されておらず、研修受講も義務化されていな

い。そのため、英米の企業統治、独立取締役の制度、研修内容、研修機関、第三者機関

とも比較した。

不正取引を行う経営者に対しての抑制効果においては、独立取締役の比率が高くなれ

ば機能を発揮することが可能であるという結果になった。

本研究の中国の独立取締役の実態解明を実施し、問題点を分析した結果、以下のとお

り若干の示唆をする。

特に以下の 1)については、早急に対策を講じることが必要であり、その必要性を強

調する。

1) 兼任数の規定の強化と人材育成

会計や監査、監督などの専門家の少ない中国において、独立性が高く影響力のある人

材の確保は困難でもある。

上場企業の規定設置人数の需要に対しての供給者＝研修受講者は、現状の 5 社までの

兼任数に対して、仮に 3人までに兼任の規定人数が減らされると 1,000 人以上の独立取

締役が不足する。独立取締役の登録者に対して早急に人材の育成を強化、促進する必要

がある。

2)独立取締役の選任における少数株主の権限の強化

独立取締役の選任、承認は、取締役会と証券監督管理委員会に依存している。少数株

主が外部に独立的立場の指名委員会をつくり、株主総会で推薦者を指名するなどの抜本

的な改革が必要である。

3)報酬の支払い方法

独立取締役の報酬は、経営者から受け取る方法ではなく、第三者機関を通して受け取

る方法にするなどの改善が必要である。

中国の独立取締役の報酬は取締役と比較しても極端に低すぎるため、モチベーション

も上がらない。報酬を増額する必要もあると思われる。

4)独立取締役の責任の明確化

中国の会社法において、独立取締役及び取締役の責任の明確化が必要である。その上
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で、責任限定制度の設立や民事賠償責任の規定を明記する必要がある。先進国では、違

法行為における独立取締役の責任の認定はますます厳しくなる一方だが、中国だけが違

法行為における責任が明確ではない。

本論文の限界、今後の研究課題は以下のとおりである。

日中のアンケート、ヒアリングによる実態調査や理論的分析により、以上のような改

善点が明らかになったことは、大変、意義があることと思われる。特に今後、研修内容

について改善策を考えている研修機関や研修に関する政策を実施する際には、実務的、

また政策的に大変、役に立つものと思われる。

一方、上記の調査結果が明らかになったことで、現時点での本研究において限界があ

ること、また、新たな疑問と課題が生まれた。

中国の独立取締役を対象にした本論文のアンケート調査は、独立取締役の行動要因

の解明と監査・監督機能の実態調査のために、従来のように政府機関が実施した調査で

はなく、あくまで独自に調査を行った。しかし、サンプル数が少なく、今後は、サンプ

ル数を増やす必要がある。

また、エージェンシー理論に加えて、所有権理論、取引コストなどのアプローチに沿

って理論的構造分析も増やし、独立取締役の影響、監査・監督機能の導入効果、その行

動要因についての詳細な分析が必要である。

独立取締役の監査・監督の意識を高め、経営者側の受入れ態勢を改善するためには、

独立取締役だけでなく経営者を対象に研修を実施すること、また、内容を充実させるこ

とが最も重要だと思われる。研修内容を充実させることで、独立取締役の監査・監督に

対する意識が高まると考えられる。また、独立取締役が、監査役と同等に監査としての

能力を発揮することが可能になる。独立取締役が監査・監督機能強化を目的とした研修

を受講することで、具体的に監査能力、監督能力を向上させ、知識も習得できると思わ

れる。

しかしながら、独立取締役による本人の監査・監督機能に対する評価と企業側の評価

は異なる可能性がある。

また、現状では、日中ともに監査・監督機能強化のための具体的な講座が少ない。

監査・監督機能に関する講座数が少ないため、受講生も少なく、アンケート対象者が一

部に限定される。

本格的に研修を受講した効果による独立取締役の監査・監督機能の強化を確認するた

めには、監査・監督機能に関する研修講義の受講者と非受講者に分けて定期的にアンケ

ート調査を実施する必要がある。

新人の社外取締役が初めて受講した場合の企業への影響力と実効性、10 年以上の社

外取締役の経験のある社外取締役が受講した場合の影響力、実効性は異なるであろう。

それらは、彼らの職歴、年齢によっても異なると思われる。新人の独立取締役において
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は、就任後及び受講直後の経営者への監査・監督機能強化への影響を分析する必要があ

る。10 年以上の経験のある独立取締役においては、同じ企業及び異なる企業にて再任

時及び就任時の研修受講後の経営者への監査・監督機能強化への影響などを分析する必

要がある。

10 年以上の経験のある社外取締役においては、定期的な研修を受講し、その後の経

営者の監査・監督強化への影響、その監査・監督機能を実施しようとうする意識はいつ

まで続くのか、などまで分析する必要がある。研修を受講した直後は、監査・監督に対

する意識が高いが、その意識は 1年後までも継続しているのかどうか、また、本人の意

識が高くてもそれを実行に移すことができるのかどうかを分析する必要がある。

具体的には、研修で受講したような監査・監督機能に関する発言を取締役会でコメン

トしたかどうか、それは、研修受講時期の１ヶ月以内なのか、1 年以内なのかなど細部

にわたり分析する必要がある。

上記のアンケート、ヒアリングの質問項目には、「取締役会における具体的な監査・

監督機能の発言、行動においては、不明確な案件がある場合、その内容に関する資料を

過去数年から 10 年にさかのぼり請求したことがあるか」「監督業務の一環として経営

者の行動について具体的に質問したことがあるか」「監査業務として、監査法人と連携

して取締役会で疑問点の提示と提出資料を要求したことがあるか」「取締役会において

社外取締役は監査・監督機能としての発言は十分と思うか」など企業内での監査・監督

機能の行動に関して具体的に実行に移しているのかどうかを確認する必要がある。

また、企業側の受け入れ体制が整っていなければ、監査・監督機能の能力も評価され

ない。日本では、監査委員会を設置している企業の有無、監査役会を設置している企業

などの企業統治構造、形態によっても社外取締役の期待が異なるように、社外取締役に

おいても監査・監督機能に関する考え方には差がある。監査役設置会社の割合が多い日

本では、社外取締役の受け入れ体制が整備されている企業は極めて少ないのが現状であ

る。社外取締役には監督としての役割を求めていることがヒアリング結果から明らかに

なったように、そもそも最初から監査としての機能を期待せず社外取締役を導入してい

る企業は多い。

上記のような背景の中、社外取締役の監査・監督に関しては評価を明確化しづらいの

が現状である。

社外取締役の研修受講が義務化されていない日本では、研修機関、第三者機関にて研

修を受講している社外取締役は、一部の積極的で向上心のある社外取締役に限定される。

複数の第三者機関の全ての研修受講生を延べ人数でみても、定期的に受講しているのは、

全社外取締役の人数の 1割以下と思われる。

現状では第三者機関の監査・監督機能に関する研修の講座数は少なく、年齢、経験が

異なる多様な受講者と、多様な状況による企業形態、不祥事の有無の状況、受入れ体制

の整備の異なる就任先企業における影響力、実効性の分析は容易ではない。そのため、
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日本におけるアンケート調査は、社外取締役の設置及び研修受講が義務化された時に実

施することが必要である。

企業側の受入れ体制、企業形態においても、社外取締役の監査・監督機能の評価も異

なるため、これらの企業において客観的な評価ができるような評価制度の導入が必要で

あり、そのためには情報開示、評価会社の設置、法的整備も必要である。

中国においても、研修内容を充実させる必要がある。政府の関与のない第三者機関、

研修受講者など企業統治に関する評価会社などの設置が必要である。

独立取締役の導入及び研修に関しては、英米では古くから実施されていることが日本

では、法の整備や実態においてかなり遅れているといえる。中国では法的には整備され

ているが、実態がともなっていない。

研修に関する調査を定期的、長期的に分析することで、客観的に研修内容が社外取締

役の監査・監督機能への実効性があるのかどうかを判断でき、監査・監督機能の強化に

つながるといえる。

なお、中国など多くの国では独立取締役と呼ばれているが、日本では 2015 年改正会

社法前は社外取締役と呼ばれることが多く、本論文では社外取締役と明記した。
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